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【長期総合計画とは】 

 
 
 
 
 
 
【第２次長期総合計画の策定に向けて】 

本市は、平成22年１月、前原市、二丈町、志摩町の１市２町の合併により誕生しました。 

平成23年3月に第１次糸島市長期総合計画を策定し、まちの将来像である『人も元気 ま

ちも元気 新鮮都市 いとしま』の実現に向け、ブランド糸島を高める施策や移住・定住施

策などを展開し、全国的にも脚光を浴びてきています。 

人口は増加傾向にあるものの、ブランド糸島を支える農漁村集落では、人口減少に歯止め

がかからず、人口減少・高齢化が進んでおり、市内で地域間格差が生じてきています。 

将来にわたり持続可能な地域を創って行くには、人口減少・少子高齢化という時代におい

て、この10年間は大変重要な時期であり、この間のまちづくりの差が、将来的には市町村間

の格差になってくると言っても過言ではありません。 

そこで、社会情勢の変化や財政状況などを見極め、乗り越えて行かなければならない課題

をしっかりと認識して、その対策を講じ、市民の皆さんとともに“新しい時代の糸島”を創

っていくため、「第２次糸島市長期総合計画」を策定します。 

 
 
【長期総合計画の構成と期間】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

年度 
2021 
（令和 3） 

2022 
（令和 4） 

2023 
（令和 5） 

2024 
（令和 6） 

2025 
（令和 7） 

2026 
（令和 8） 

2027 
（令和 9） 

2028 
（令和10） 

2029 
（令和11） 

2030 
（令和12） 

基本構想           

基本計画           

実施計画 
          

 

 糸島市の最上位計画（まちづくりの羅針盤） 

 市民の皆さんと“まちづくりの方向性・将来像”を共有 

 総合計画に基づき、全ての政策・施策を展開 

基本計画 

基本構想 

基本構想では、本市の将来像と基本理念や施策

大綱などを示します。 

基本計画では、基本構想に掲げる将来像を達成

するため、具体的な施策の目的や方針などの内容

を示します。 

基本計画で示した施策の目的を達成するために必

要な主要事業について示します。 実施計画 

総
合
計
画
審
議
会
で
審
議 

10年間 

前期５年間 後期５年間



【総合計画審議会の役割】 
 
   総合計画審議会では、市長の諮問に応じて、長期総合計画に関する事項について、専門

的な見地、また市民の視点で、必要な調査及び審議を行っていただき、長期総合計画案の

対する答申を市長に提出していただきます。 
    
   令和元年度：基本構想案の調査及び審議 → 市長に中間答申（基本構想） 

   令和２年度：基本計画案の調査及び審議 → 市長に最終答申（総合計画） 

 
 
【総合計画審議会設置規則】 
 

（趣旨） 

第１条 この規則は、糸島市附属機関の設置に関する条例（平成22年糸島市条例第16号）第３条の規定

に基づき、糸島市総合計画審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じて、糸島市総合計画に関する事項について、必要な調査及び審議

を行う。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員25人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(1) 行政委員会等の委員 

(2) 市内の公共的団体等の役員又は職員 

(3) 学識経験を有する者 

(4) 一般公募した市民 

(5) 市長が特に必要と認めた者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、第２条に規定する諮問に係る事務が終了するまでとする。ただし、前条第２項

第１号に掲げる委員の任期は、その在任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長それぞれ１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 審議会の会議において必要と認めたときは、委員以外の者の出席を求め、その説明又は意見を聴く

ことができる。 

（部会） 

第７条 会長が必要と認めたときは、審議会に専門的事項を分掌させるため部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長の指名する委員をもって組織し、部会長は、部会に属する委員の互選により定める。 

３ 部会長は、部会の会務を掌理し、部会の審議の経過及び結果を会長に報告しなければならない。 

４ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、部会に属する委員のうち、あらかじめ部会

長が指名した者がその職務を代理する。 

５ 前各項に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が会長の同意を得て定める。 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、企画部経営戦略課において処理する。 

（補則） 

第９条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

資料① 


